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彦根企業景況等調査（令和５年１～３月期）について 

 

調査方法 

彦根商工会議所会員企業１９８社にメールまたは FAX による。 

 

調査期間 

調査対象期間 令和５年１月～３月 

 

集計・分析（委託先） 

  中小企業診断士  中川 学 

 

回答企業内訳 

回答企業数９５社（回答率 48.0％） 

 建設業 製造業 卸小売業 飲食業 ｻｰﾋﾞｽ業 合計 

回答数 ２１ ２５ １３ １１ ２５ ９５ 

業種別 

比率 
22.1％ 26.3% 13.7% 11.6% 26.3% 100.0% 

 

※本調査での DI（ディフュージョン・インデックス）：「増加（好転・上昇・過剰等）」と  

回答した企業数の構成比から、「減少（悪化・低下・不足等）」と回答した企業数の    

構成比を差し引いた値である。 

※今期（前期比）：令和４年１０月～１２月と比較した令和５年１月～３月の状況 

※昨年比：令和４年１月～３月と比較した令和５年１月～３月の状況 

※次期：令和５年１月～３月と比較した令和５年４月～６月の見通し 

 

（総括的概要） 

・市内企業における業況判断 DI は、新型コロナ第８波および原材料費の高騰の影響も 

あって▲7.4 と悪化も、次期には飲食業が大きく好転し、他業種にも改善が見込まれる。  

ただし、製造業は悪化が懸念されている。 

・売上高 DI は▲15.8 と悪化を示したものの、次期は飲食業が 54.5、卸小売業が 23.1 と

脱コロナで大きく好転する見通し。 

（環境変化による収益への影響） 

・新型コロナ感染症の感染沈静化により収益増加した事業者は、飲食業で増加した一方、

その他の業種で減少した。 

・円安の進行により全業種で収益減少した事業者が増加した。 

・インターネットの普及等によるデジタル化によって収益減少した事業者が減少し収益

増加した事業者が増加しており、デジタル化への対応が進んでいる。 
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１．全体の景況等 

今期の「業況判断 DI（好転－悪化）」は▲7.4 と前回調査よりも７ポイント悪化、「売上高

DI（好転－悪化）」は▲15.8 と１年ぶりに悪化に転じ、「採算 DI（好転－悪化）」は▲9.5 と

９ポイント悪化した。しかし、前回調査時の次期予想よりは赤字幅は小さく、次期は   

「業況判断 DI」は 2.1、「売上高 DI」は 1.1 と少しずつ好転の見通し。特に飲食業は大きく

好転する見通し。 

「仕入単価 DI（上昇－低下）」は昨年比で 77.9、前期比で 71.6、次期は 74.7 と高い水準

で推移している。「販売単価 DI（上昇－低下）」は昨年比で 45.3、前期比で 33.7、次期で 35.8

と、継続的な上昇を示した。 

「資金繰り DI（容易－困難）」は昨年比で▲6.3、前期比で▲6.3、次期で▲5.3 と困難な

状況が継続している。「従業員 DI（過剰－不足）」は昨年比で▲18.9、前期比で▲14.7、   

次期は▲15.8 と不足傾向が継続する見通し。 

「環境変化」による収益への影響として、「新型コロナ感染症の感染拡大」により収益が

減少すると回答した企業が全体の 46.3％と前年同時期調査よりも１８ポイント減少した 

一方、「ロシア・ウクライナ情勢の悪化」による収益の減少は 56.8％と９ポイント増加、  

「円安の進行」による収益の減少は 52.6％と１４ポイント増加した。「インターネットの 

普及等によるデジタル化」による収益の減少は 7.4%と 5 ポイント減少し、収益の増加は

21.1%と 2 ポイント増加した。 

 

２．業種別の景況等 

【建設業】 

 仕入単価の上昇が続き、売上高、業況、採算ともに悪化を示しているが、次期には底打ち

をする見通し。 

 

今期の「業況判断 DI」は▲28.6 と前回調査よりも７ポイントマイナス幅を拡大、「売上高

DI」は▲38.1 と１０ポイントマイナス幅を拡大、「採算 DI」は▲33.3 と２３ポイント   

マイナス幅を拡大。次期は、「業況判断 DI」は 0.0、「売上高 DI」は 0.0、「採算 DI」は    

▲14.3 と前回調査よりも大幅にマイナス幅を縮小し、悪化が底打ちする見通し。 

「仕入単価 DI」は昨年比で 90.5、前期比で 71.4、次期は 76.2 と上昇はさらに継続する

見通し。「販売単価 DI」は昨年比で 33.3、前期比で 19.0、次期は 23.8 と上昇が継続する  

見通し。 

「資金繰り DI」は昨年比で▲23.8、前期比で▲23.8 と前回調査よりも悪化してきている。

次期は▲4.8 と今期に比べ１９ポイントマイナス幅が縮小する見通し。「従業員 DI」は   

昨年比で▲23.8、前期比で▲23.8、次期で▲19.0 と不足傾向が継続する。 

「環境変化」による収益への影響は「円安の進行」による収益の減少が 76.2%と前年   

同時期調査よりも３７ポイント増加し、「ロシア・ウクライナ情勢の悪化」による収益の  

減少 76.2％とともに大きく収益に影響を及ぼした。一方「新型コロナ感染症の感染拡大」に

よる収益の減少は 42.9％と１４ポイント減少し、「新型コロナ感染症の感染縮小」による   
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収益の増加は 9.5％と１２ポイント減少した。 

（参考：「環境変化」に対して、講じているまたは講じようとしていること） 

 ・新規事業の計画、新規雇用の計画等 

 

【製造業】 

 仕入単価の上昇により、売上高、採算が悪化してきているが、資金繰りは少しずつ好転 

している。 

 

今期の「業況判断 DI」は 0.0 と不変であったものの、「売上高 DI」は▲16.0 と再び悪化

に転じ、「採算 DI」は▲16.0 と前回調査よりも１２ポイントマイナス幅を拡大した。次期は

「業況判断 DI」は▲16.0、「売上高 DI」は▲40.0、「採算 DI」は▲24.0 とさらに悪化する

見通しとなった。 

「仕入単価 DI」は昨年比 84.0、前期比 68.0、次期 72.0 と上昇は継続している。「販売  

単価 DI」についても昨年比 60.0、前期比 28.0、次期 36.0 と上昇が継続している。 

「資金繰り DI」は昨年比 12.0、前期比 12.0、次期 0.0、「従業員 DI」は昨年比▲16.0、    

前期比▲8.0、次期 0.0 と全業種中最も安定した状態であった。 

「環境変化」による収益への影響は、「新型コロナ感染症の感染拡大」による収益の減少

は 20.0％と前年同時期調査よりも２７ポイント減少した。「ロシア・ウクライナ情勢の悪化」

および「円安の進行」による収益の減少はともに 52.0％と１１ポイント増加した。 

（参考：「環境変化」に対して、講じているまたは講じようとしていること） 

 ・商品価格の値上げ 

・自社 EC（通信販売用ホームページ）販売の強化を目指して実施はしているが、  

思う様に伸び悩んでいる 

 ・仕入先の見直し、分散化。仕入品目の見直し 

 

【卸小売業】 

 仕入単価の上昇もあって業況、売上高、採算ともに悪化に転じたものの、次期には売上高、

採算ともに再び好転する見通し。 

 

今期の「業況判断 DI」は▲23.1 と前回調査よりもマイナス幅を６ポイント拡大、「売上高

DI」は▲38.5 とマイナス幅を３４ポイント拡大した。しかし「採算 DI」は▲15.4 と    

マイナス幅を２ポイント縮小した。次期は「業況判断 DI」が▲7.7 と大きくマイナス幅を  

縮小し、「売上高 DI」は 23.1、「採算 DI」は 7.7 と好転する見通し。 

「仕入単価 DI」は昨年比で 76.9、前期比で 92.3、次期で 92.3 とほぼすべての事業者が

上昇と回答。「販売単価 DI」は昨年比で 38.5、前期比で 46.2、次期で 53.8 と上昇傾向が  

継続する見通し。 

「資金繰り DI」は昨年比で▲23.1。前期比は▲23.1、次期は▲15.4 と困難な状況が継続

する見通し。「従業員 DI」は昨年比で▲23.1、前期比で▲23.1、次期で▲30.8 と不足傾向。 
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「環境変化」による収益への影響は「ロシア・ウクライナ情勢の悪化」による収益の減少

が 69.2%と前年同時期調査よりも１８ポイント増加し、「円安の進行」による収益の減少は

53.8%と９ポイント増加した。一方「新型コロナ感染症の感染拡大」による収益の減少は

46.2％と１６ポイント減少し、「新型コロナ感染症の感染縮小」による収益の増加は 7.7％と

１７ポイント減少した。 

（参考：「環境変化」に対して、講じているまたは講じようとしていること） 

 ・商品の値上げを予定 

 ・販売価格の見直し、従業員確保 

・顧客満足向上のための柔軟な対応とサービスの構築 

 ・インボイス制度等デジタル化への対応 

 ・仕入価格の不安定な状況での入札制度における官公庁の柔軟な対応を希望 

 

【飲食業】 

 売上高が悪化に転じたものの採算は好転。次期には、売上高、採算、業況ともに大きく  

好転する見通しとなった。 

 

今期の「売上高 DI」は▲18.2 と悪化に転じたものの、「業況判断 DI」は 0.0 と不変、  

「採算 DI」は 9.1 と前回調査よりも５ポイントプラス幅が拡大した。次期は、「売上高 DI」

が 54.5、「業況判断 DI」が 45.5、「採算 DI」が 36.4 と、大きく好転する見通しとなった。 

「仕入単価 DI」が昨年比では 72.7、前期比で 72.7、次期で 63.6 と上昇が継続するもの

の、「販売単価 DI」は昨年比で 72.7、前期比で 63.6、次期で 63.6 と過半数の事業者が販売

価格への転嫁を進めている。 

「資金繰りDI」は昨年比では 0.0。前期比では▲9.1と８ポイントマイナス幅を縮小した。

次期は▲9.1 の見通し。「従業員 DI」は昨年比▲27.3、前期比で▲18.2、次期で▲27.3 と  

不足傾向が続く見通し。 

「環境変化」による収益への影響は、「新型コロナ感染症の感染拡大」による収益減少が

72.7%と前年同時期調査よりも２２ポイント減少、「新型コロナ感染症の感染縮小」による

収益増加は 63.6%と２４ポイント増加し、全業種中最も高い率となっている。また    

「ロシア・ウクライナ情勢の悪化」による収益減少は 81.8%と１９ポイント増加し、    

これも全業種中最も高い率となっている。「インターネットの普及等によるデジタル化」に

より収益が増加したと回答した企業は 18.2%で 13 ポイント増加した。 

（参考：「環境変化」に対して、講じているまたは講じようとしていること） 

 ・販売価格の見直し、ブランドの構築 

・SNS（※）発信の強化 

 

※SNS（ソーシャルネットワーキングサービス） 

Instagram、ＬＩＮＥ、Facebook など、スマートホン等を使用し写真や  

文章などの情報を共有するサービス 
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【サービス業】 

 業況、売上高、採算のいずれも好転した。次期も同様の見通し。 

 

今期の「業況判断 DI」は 8.0、「売上高 DI」は 16.0、「採算 DI」は 12.0 と前回調査より

もプラスポイントは縮小したものの好転が継続。次期は「業況判断 DI」が 8.0、「売上高 DI」

が 8.0、「採算 DI」が▲4.0 とほぼ不変となる見通し。 

「仕入単価 DI」は昨年比で 64.0、前期比で 64.0、次期で 72.0 と上昇が継続する見通し。

「販売単価 DI」は昨年比で 32.0、前期比で 32.0、次期は 24.0 と販売価格の見直しが    

継続している。 

「資金繰り DI」は昨年比で▲4.0、前期比で 0.0、次期で▲4.0 とほぼ不変。「従業員 DI」

は昨年比で▲12.0、前期比で▲8.0、次期は▲16.0 と不足する状況が継続する見通し。 

「環境変化」による収益への影響は、「新型コロナ感染症の感染拡大」による収益減少が

64.0%、「新型コロナ感染症の感染沈静化」による収益増加が 48.0。「ロシア・ウクライナ 

情勢の悪化」による収益減少は 28.0%、「円安の進行」による収益減少は 32.0%と全業種中

最も影響が少なかった。「インターネットの普及等によるデジタル化」による収益の増加は

28.0％と全業種中最も高い率となっている。 

（参考：「環境変化」に対して、講じているまたは講じようとしていること） 

 ・商品の値上げ、新メニューの導入 

 ・アフターコロナに向けて営業・マーケティング活動を活発化 

 ・インターネットによる販売チャネルの拡大 

 ・インバウンド需要の回復 
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質問１．  今期の貴社の状況は、前年同期および前期と比較してどうですか。      

また、次期の見通しは、前年同期および今期と比較してどうですか。該当する番号に   

○印を付けて下さい。 

DI 業種 

今四半期 

 昨年同期比 

今四半期 

 前四半期比 

翌四半期 

 前年同期比 

翌四半期 

 今四半期比 

業況 

合計 11.6% -7.4% 5.3% 2.1% 

建設業 0.0% -28.6% -9.5% 0.0% 

製造業 12.0% 0.0% -8.0% -16.0% 

卸小売業 -15.4% -23.1% -15.4% -7.7% 

飲食業 36.4% 0.0% 54.5% 45.5% 

サービス業 24.0% 8.0% 20.0% 8.0% 

売上高 

合計 13.7% -15.8% 9.5% 1.1% 

建設業 -4.8% -38.1% 0.0% 0.0% 

製造業 16.0% -16.0% -8.0% -40.0% 

卸小売業 -15.4% -38.5% 7.7% 23.1% 

飲食業 27.3% -18.2% 54.5% 54.5% 

サービス業 36.0% 16.0% 16.0% 8.0% 

採算 

合計 4.2% -9.5% 2.1% -5.3% 

建設業 -23.8% -33.3% -19.0% -14.3% 

製造業 4.0% -16.0% -8.0% -24.0% 

卸小売業 -15.4% -15.4% 7.7% 7.7% 

飲食業 18.2% 9.1% 27.3% 36.4% 

サービス業 32.0% 12.0% 16.0% -4.0% 
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DI 業種 

今四半期 

 昨年同期比 

今四半期 

 前四半期比 

翌四半期 

 前年同期比 

翌四半期 

 今四半期比 

販売単価 

合計 45.3% 33.7% 43.2% 35.8% 

建設業 33.3% 19.0% 28.6% 23.8% 

製造業 60.0% 28.0% 52.0% 36.0% 

卸小売業 38.5% 46.2% 38.5% 53.8% 

飲食業 72.7% 63.6% 81.8% 63.6% 

サービス業 32.0% 32.0% 32.0% 24.0% 

仕入単価 

合計 77.9% 71.6% 75.8% 74.7% 

建設業 90.5% 71.4% 76.2% 76.2% 

製造業 84.0% 68.0% 80.0% 72.0% 

卸小売業 76.9% 92.3% 76.9% 92.3% 

飲食業 72.7% 72.7% 72.7% 63.6% 

サービス業 64.0% 64.0% 72.0% 72.0% 

資金繰り 

合計 -6.3% -6.3% -9.5% -5.3% 

建設業 -23.8% -23.8% -14.3% -4.8% 

製造業 12.0% 12.0% 0.0% 0.0% 

卸小売業 -23.1% -23.1% -23.1% -15.4% 

飲食業 0.0% -9.1% -9.1% -9.1% 

サービス業 -4.0% 0.0% -8.0% -4.0% 

従業員 

合計 -18.9% -14.7% -16.8% -15.8% 

建設業 -23.8% -23.8% -19.0% -19.0% 

製造業 -16.0% -8.0% -8.0% 0.0% 

卸小売業 -23.1% -23.1% -30.8% -30.8% 

飲食業 -27.3% -18.2% -27.3% -27.3% 

サービス業 -12.0% -8.0% -12.0% -16.0% 
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質問２．以下記載の「環境変化」による貴社における収益の見通しについて、       

該当する番号に○印を付けてください。 

（内書は前年同時期同様調査の結果です） 

 

環境変化 業種 収益が増加 収益は不変 収益が減少 

Ａ．インターネットの
普及等によるデジタル
化 

合計 21.1% (18.8%) 71.5% (68.9%) 7.4% (12.3%) 

建設業 14.3% (10.7%) 71.4% (78.6%) 14.3% (10.7%) 

製造業 20.0% (15.6%) 80.0% (78.1%) 0.0% (6.3%) 

卸小売業 23.1% (33.3%) 53.8% (46.7%) 23.1% (20.0%) 

飲食業 18.2% (5.3%) 81.8% (73.6%) 0.0% (21.1%) 

サービス業 28.0% (24.1%) 68.0% (69.0%) 4.0% (6.9%) 

Ｂ．新型コロナ感染症
の感染拡大 

合計 2.1% (2.1%) 51.6% (34.1%) 46.3% (63.8%) 

建設業 0.0% (0.0%) 57.1% (42.9%) 42.9% (57.1%) 

製造業 0.0% (6.3%) 80.0% (46.8%) 20.0% (46.9%) 

卸小売業 7.7% (3.1%) 46.1% (34.4%) 46.2% (62.5%) 

飲食業 9.1% (0.0%) 18.2% (5.0%) 72.7% (95.0%) 

サービス業 0.0% (0.0%) 36.0% (31.0%) 64.0% (69.0%) 

Ｃ．新型コロナ感染症
の感染縮小（沈静化） 

合計 26.3% (29.1%) 63.2% (56.7%) 10.5% (14.2%) 

建設業 9.5% (21.4%) 76.2% (67.9%) 14.3% (10.7%) 

製造業 12.0% (12.5%) 88.0% (78.1%) 0.0% (9.4%) 

卸小売業 7.7% (25.0%) 76.9% (50.0%) 15.4% (25.0%) 

飲食業 63.6% (40.0%) 18.2% (40.0%) 18.2% (20.0%) 

サービス業 48.0% (51.7%) 40.0% (41.4%) 12.0% (6.9%) 

Ｄ．ロシア・ウクライ
ナ情勢の悪化 

合計 1.1% (0.7%) 42.1% (51.1%) 56.8% (48.2%) 

建設業 0.0% (0.0%) 23.8% (28.6%) 76.2% (71.4%) 

製造業 0.0% (0.0%) 48.0% (59.4%) 52.0% (40.6%) 

卸小売業 7.7% (3.2%) 23.1% (45.2%) 69.2% (51.6%) 

飲食業 0.0% (0.0%) 18.2% (36.8%) 81.8% (63.2%) 

サービス業 0.0% (0.0%) 72.0% (79.3%) 28.0% (20.7%) 

Ｅ．円安の進行 

合計 2.1% (1.4%) 45.3% (59.8%) 52.6% (38.8%) 

建設業 0.0% (0.0%) 23.8% (60.7%) 76.2% (39.3%) 

製造業 0.0% (3.1%) 48.0% (56.3%) 52.0% (40.6%) 

卸小売業 7.7% (3.2%) 38.5% (51.6%) 53.8% (45.2%) 

飲食業 0.0% (0.0%) 45.5% (47.4%) 54.5% (52.6%) 

サービス業 4.0% (0.0%) 64.0% (79.3%) 32.0% (20.7%) 
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１年間を通して、前四半期と比較しての今四半期の DI の推移は次の通りでした。 

 

DI 業種 

令和４年度 

第１四半期 

４月～６月 

 

第２四半期 

７月～９月 

 

第 3 四半期 

10 月～12 月 

 

第４四半期 

１月～３月 

業況 

合計 2.9% -9.1% 0.0% -7.4% 

建設業 -17.2% -9.1% -21.4% -28.6% 

製造業 3.4% 0.0% 3.8% 0.0% 

卸小売業 -24.1% -25.0% -17.4% -23.1% 

飲食業 22.7% -29.0% 0.0% 0.0% 

サービス業 32.3% 10.8% 33.3% 8.0% 

売上高 

合計 12.9% 6.3% 15.7% -15.8% 

建設業 13.8% 4.5% -28.6% -38.1% 

製造業 -6.9% 6.9% 42.3% -16.0% 

卸小売業 -17.2% -4.2% 4.3% -38.5% 

飲食業 40.9% -3.2% 21.7% -18.2% 

サービス業 38.7% 21.6% 40.7% 16.0% 

採算 

合計 1.4% -10.6% -0.8% -9.5% 

建設業 -6.9% -4.5% -10.7% -33.3% 

製造業 -6.9% -10.3% -3.8% -16.0% 

卸小売業 -31.0% -20.8% -17.4% -15.4% 

飲食業 27.3% -31.0% 4.3% 9.1% 

サービス業 29.0% 8.1% 22.2% 12.0% 
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DI 業種 

令和４年度 

第１四半期 

４月～６月 

 

第２四半期 

７月～９月 

 

第 3 四半期 

10 月～12 月 

 

第４四半期 

１月～３月 

販売単価 

合計 22.3% 22.4% 29.1% 33.7% 

建設業 27.6% 22.7% 17.9% 19.0% 

製造業 31.0% 27.6% 26.9% 28.0% 

卸小売業 13.8% 25.0% 39.1% 46.2% 

飲食業 18.2% 19.4% 52.2% 63.6% 

サービス業 20.0% 18.9% 14.8% 32.0% 

仕入単価 

合計 71.2% 69.2% 70.9% 71.6% 

建設業 86.2% 63.6% 67.9% 71.4% 

製造業 86.2% 72.4% 69.2% 68.0% 

卸小売業 69.0% 66.7% 73.9% 92.3% 

飲食業 81.8% 87.1% 95.7% 72.7% 

サービス業 36.7% 56.8% 51.9% 64.0% 

資金繰り 

合計 -5.0% -9.8% -3.9% -6.3% 

建設業 -3.4% -13.6% -3.6% -23.8% 

製造業 3.4% 3.4% -7.7% 12.0% 

卸小売業 -3.4% -12.5% -4.3% -23.1% 

飲食業 -27.3% -32.3% -17.4% -9.1% 

サービス業 0.0% 2.7% 11.1% 0.0% 

従業員 

合計 -13.8% -15.4% -16.5% -14.7% 

建設業 -20.7% -18.2% -17.9% -23.8% 

製造業 -3.4% -6.9% -15.4% -8.0% 

卸小売業 -10.7% -25.0% -17.4% -23.1% 

飲食業 -18.2% -9.7% -17.4% -18.2% 

サービス業 -16.7% -18.9% -14.8% -8.0% 

 


